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1. 平成27年3月期の連結業績（平成26年4月1日～平成27年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

27年3月期 13,822 △1.2 316 50.8 268 79.2 116 ―
26年3月期 13,987 10.8 210 310.5 150 165.8 △63 ―

（注）包括利益 27年3月期 164百万円 （286.6％） 26年3月期 42百万円 （4.7％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

27年3月期 9.82 ― 6.7 2.2 2.3
26年3月期 △5.34 ― △3.8 1.2 1.5

（参考） 持分法投資損益 27年3月期 10百万円 26年3月期 17百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

27年3月期 11,836 1,803 15.2 152.37
26年3月期 12,695 1,675 13.2 141.52

（参考） 自己資本 27年3月期 1,803百万円 26年3月期 1,675百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

27年3月期 698 413 △895 2,009
26年3月期 579 △1,352 1,020 1,793

2. 配当の状況 

28年３月期の配当金額は未定であります。 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

26年3月期 ― ― ― 3.00 3.00 35 ― 2.1
27年3月期 ― ― ― 5.00 5.00 59 50.9 3.4
28年3月期(予想) ― ― ― ― ― ―

3. 平成28年 3月期の連結業績予想（平成27年 4月 1日～平成28年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 6,500 △6.8 170 25.7 130 18.6 90 193.4 7.60
通期 14,000 1.3 380 19.9 300 11.5 200 72.0 16.90



※ 注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無 

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（注）詳細は、添付資料Ｐ．15「４．連結財務諸表（５）連結財務諸表に関する注記事項（会計上の見積りの変更）」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 無
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 有
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 27年3月期 12,240,000 株 26年3月期 12,240,000 株
② 期末自己株式数 27年3月期 404,412 株 26年3月期 404,053 株
③ 期中平均株式数 27年3月期 11,835,864 株 26年3月期 11,836,175 株

（参考）個別業績の概要 

平成27年3月期の個別業績（平成26年4月1日～平成27年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

27年3月期 13,590 △1.8 328 48.9 316 72.2 202 2.3
26年3月期 13,835 9.6 220 ― 183 181.7 198 712.2

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

27年3月期 17.08 ―
26年3月期 16.70 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

27年3月期 12,045 2,118 17.6 178.41
26年3月期 12,748 1,904 14.9 160.40

（参考） 自己資本 27年3月期 2,118百万円 26年3月期 1,904百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続きを実施中であります。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
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１．経営成績・財政状態に関する分析

（1）経営成績に関する分析

  （当期の経営成績）

当連結会計年度におけるわが国経済は、円安基調によるコスト高が景況実感の重石となったものの、原油安や過

度の円安からの着地感、金融緩和政策などを背景に、企業の経営環境は総じて良好に推移しました。 

しかしながら、中国などの景気の減速傾向が見られることや、円安や原油安による景気の押し上げ効果も一時的

と見られることなど、先行きへの警戒感が払拭できず、景気は穏やかな回復基調を辿るものの、力強さに欠ける状況

で推移しました。 

このような状況下におきまして、当社グループは「安全・迅速・信頼」をモットーに、より「堅実な兵機」との

信頼を得るべく事業展開を進めてまいりました。

海運事業では、原油安による燃料経費の軽減があったものの、内航海運の主要貨物である鋼材関係の取扱量に厳

しいものがあったことから、売上も同様の推移となり、大きな収益向上に結び付きませんでした。また、期末にかけ

て市況の好転が見られた外航海運は、子会社の合併効果もあり、業績の改善に繋がりました。 

港運・倉庫事業では、為替が円安傾向にあることから、輸入原材料や雑貨等の取扱量に厳しいものがみられまし

た。また、輸入原材料をはじめとする製造コストの上昇や、生産拠点の海外シフトが進んでいることもあり、輸出貨

物の取扱量にあっても非常に厳しい状況で推移しました。 

これらの結果、当連結会計年度の実績につきましては、次の通りとなりました。

各セグメントの取扱量の減少により、売上高は13,822百万円（前年同期比164百万円減 98.8%）と減収になりま

した。 

一方で、外航事業の営業収益力が大幅に改善されたことで全体利益を底上げでき、経常利益268百万円（前年同期

比118百万円増 179.2%）と増益になりました。 

また、子会社合併による繰延税金資産の計上もあって、当期純利益は116百万円（前年同期は63百万円の当期純損

失）と業績の回復を果たすことができました。 

 

  当期におけるセグメントの営業状況は次の通りです。

① 海運事業

（イ）内航事業・・・・・前期の社船リプレースに始まる支配船団の再編プロジェクトを積極的に実行し、船腹

増強と安定輸送の確保を図ってまいりましたが、太宗貨物である鉄鋼の取扱量が前期比較で約１割減少したこと

もあり、売上高は6,368百万円（前年同期比290百万円減 95.6%）と落ち込みました。また、燃料価格の下落によ

る運航経費の軽減効果もあったものの、一般管理費の増加を賄い切れず営業利益312百万円（前年同期比43百万円

減 87.8%）と減収減益になりました。 

（ロ）外航事業・・・・・リーマンショック以降非常に厳しい状況で推移してまいりましたが、当期は燃料経費

の軽減や、昨年末から近海市況の好転がみられたこと、更には子会社長門海運株式会社の吸収合併による相乗効

果などのプラス要因が重なる好条件で推移しました。その結果、取扱量は減少したものの、売上高は1,338百万円

（前年同期比262百万円増 124.4%）と増収になり、48百万円の営業損失（前年同期は273百万円の営業損失）と

なりました。 

② 港運・倉庫事業

（イ）港運事業・・・・・円安基調が続いていることを背景に、輸入原材料や雑貨等の取扱量が減少するととも

に、生産拠点の海外シフトが進み、輸出貨物の拡大も大きく望めない状況にあることなど、全体的に厳しい状況

で推移いたしました。これにより、売上高は4,871百万円（前年同期比126百万円減 97.5％）と減収になりまし

た。また、国内輸送コストの負担増や一般管理費の増加もありましたので、営業利益も70百万円（前年同期比80

百万円減 46.8％）と厳しい状況で推移しました。 

（ロ）倉庫事業・・・・・神戸地区にある摩耶倉庫の吸収効果と神戸物流センターとの相互補完効果もあり、取

扱量は増加しましたが、収益性向上の為に取扱貨物の峻別を進めたこともあり、売上高は1,243百万円（前年同期

比３百万円減 99.7％）と微減しました。また、兵庫倉庫の収益改善もありましたが、一般管理費の増加もあり

ましたので、利益貢献には至らず、営業損失18百万円（前年同期は21百万円の営業損失）となりました。 
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 （次期の見通し）

 次期の経営環境の見通しにつきましては、過去最高益を更新すると見られる企業が相次いだ平成27年3月期の流れ

を受け、順調な企業環境で推移すると思われます。しかしながら、原油安や株高などの一時的な追い風に頼る景況

感や、中国などの景気減速への警戒感があいまって、実体景気の持ち直しには力強さが見られない状況が続くもの

と思われます。 

 当社を取り巻く物流一般の経営環境にありましても、底固い推移は期待できるものの、一段の活性化には未だ厳

しいものが残るものと思われます。 

 このような状況下、海運事業では、船舶オーナー業とオペレーター事業の両面から経済効率を追求してまいりま

す。また、支配下船舶の増強と新鋭化を計画的に推進し、より高品質で安定した輸送体制を整え、顧客の信頼にお

応えしてまいります。港運・倉庫事業では、保有倉庫の設備特性に合わせた効率的な港運営業を始め、顧客需要に

合わせた倉庫施設の利用事業を推進してまいります。

（2）財政状態に関する分析

 当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、前連結会計年度末に比

べ216百万円増加し、当連結会計年度末には、2,009百万円となりました。

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 （営業活動によるキャッシュ・フロー）

  営業活動によるキャッシュ・フローは698百万円（前年同期は579百万円の獲得）の獲得となりました。

 主な内訳は、税金等調整前当期純利益81百万円、減価償却費408百万円、売上債権の減少149百万円等に対し

て、仕入債務の減少154百万円等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

 投資活動の結果、獲得した資金は413百万円（前年同期は1,352百万円の使用）となりました。

 これは、主に固定資産の売却による収入450百万円等に対して、固定資産の取得による支出88百万円等があった

ことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 財務活動の結果、使用した資金は895百万円（前年同期は1,020百万円の獲得）となりました。

 これは、長期借入金の返済による支出1,694百万円、短期借入金の純減少額250百万円等に対して、長期借入に

よる収入1,100百万円等があったことによるものです。

 当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。

  平成23年３月期 平成24年３月期 平成25年３月期 平成26年３月期 平成27年３月期

自己資本比率（％） 13.0 13.3 14.3 13.2 15.2

時価ベースの自己資本比率

（％）
15.1 15.5 14.4 13.1 18.5

キャッシュ・フロー対有利子

負債比率（年）
18.9 14.5 12.2 15.4 11.6

インタレスト・カバレッジ・

レシオ（倍）
0.4 4.0 4.8 4.8 6.9

   自己資本比率：自己資本／総資産

  時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

  キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

  インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

 ※いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

   ※有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象としており

ます。

   ※株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

   ※営業キャッシュ・フロー及び利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書に計上されている「営業活動によるキ

ャッシュ・フロー」及び「利息の支払額」を用いております。

（3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、グループの業績及び今後の事業展開を勘案した安定配当を基本方針としております。当期（第72期）の

期末配当につきましては、皆さまの日頃のご支援にお応えすべく、１株につき５円とさせていただいております。

株主の皆さまにおかれましては、今後とも何卒ご支援を賜りますようお願い申しあげます。
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２．経営方針

（1）会社の経営の基本方針

 当社は、「総合物流業者としてその業務を通じて社会に貢献する」という経営理念のもと顧客のニーズを先取り

し、生産と消費をつなぐ物流のエキスパートを目指しております。そのニーズに具体的に応える高度な情報力と革

新的でスピーディーな経営を行うとともに社会や環境との共存を図り、株主、顧客、社員の信頼と期待に応えて参

ります。

（2）目標とする経営指標

 当社グループは、財務体質の強化が課題であることから、自己資本比率を早期に30％に上げることを目標とする

経営指標として取組んでおります。そのためにも更なる経営の効率化を図り、売上高経常利益率３％を目指した業

務改善に取組んで参ります。

（3）中長期的な会社の経営戦略

 当社グループは、従来からの事業である「内航・外航海運」と「港運・倉庫」の強化と育成を以って、グループ

の業容拡大を目指しております。 

 内航を中心とする国内物流にありましては、鋼材の海陸一貫輸送の取扱いを主力としております。この事業の業

容拡大にはベース貨物となる鋼材輸送において、安全で安定した配船サービスの提供が最大の輸送責任と認識して

おります。そのためにも老朽船のリプレースによる高品質輸送の継続的な提供を考えております。また、傭船船主

との良好な関係の構築は不可欠であり、船主の経営強化を目指して新たな体制（共同管理）を検討しております。

これにより、当社グループの経営基調である「共存共栄」の精神の下、船腹の増強と収益性の向上に努めて参りま

す。 

 外航海運にありましては、自社船（約4,000～5,500トン積）全３隻の稼動による効率運航の強みを発揮した収益

体制の構築を目指しております。特に、平成27年１月に吸収合併した旧長門海運株式会社の事業の強みである日

本・台湾・香港間の定期貨物航路との相乗効果が期待されると共に、タイ・ミャンマー等のインドシナ半島諸国へ

の足掛かりを多面的に模索し、現地を発信源とする営業開発に注力しております。

 国内の港運事業にありましては、当社グループが事業所開設に至っていない港湾において永年に亘って築いて参

りました協力業者との関係を深めることにより、今後も同様に相互信頼関係を高めるとともに、各港において新た

な顧客開発や協力体制を模索して参ります。また、国際物流にありましては、従来からの中国、台湾、韓国地域を

中心に、最近ではタイ、ベトナム、インドネシア方面へとその取扱い商圏を広げつつあります。これら業容拡大に

欠かせない存在として、海外物流パートナー会社があります。これらパートナー会社との提携開拓と関係強化を推

進することにより、相互に請負貨物の取扱量を拡大して参ります。当事業においても現地法人の設立と自前の外航

事業を戦略キーとして独自の国際物流ルートの構築を考えております。

 倉庫事業にありましては、平成22年４月に竣工しました神戸物流センターにより神戸地区の倉庫では大幅な改善

が進みましたので、長期安定貨物のさらなる確保に港運事業ともども邁進して参ります。また、これに平行して管

理費の削減とコスト意識の徹底をもって収益性を高め、業容の拡大を図っていく所存であります。

（4）会社の対処すべき課題

 ・ 内航海運・・・・・・主力輸送品である鋼材その他の荷主に対する良質で安定した輸送サービスを提供するた

めには船腹の維持更新が必要となっております。そのためにも、各船主との「共存・共栄」の精神の下、安

全・安定運航の基本理念をもって確実な収益確保と老朽船のリプレイスが課題となっております。

・ 外航海運・・・・・・大手海運会社と中国系海運各社の狭間ニーズを営業ターゲットとし、当社グループなら

ではの良質できめ細やかな輸送サービスをもって長期運航契約の獲得に努め、収益力の更なる増大を目指して

おります。しかしながら、物流コスト削減が荷主側の最大テーマで安価な物流コストが求められており、企業

競争力の更なる強化が喫緊の課題となっております。そのためにも、特に東南アジアで基盤となる新規輸送案

件の成約に向け、更なる営業強化が課題となっております。

 ・ 港運事業・・・・・・国際複合輸送を営業の核として、東南アジアを主たる商圏として位置づけ、積極的に外

地パートナー企業と業務提携して参ります。当社の国際輸送業務の主たる相手先である中国も世界景気の後退

の影響を受けております。そういった厳しい経営環境ではありますが、長年に亘り培ったノウハウと荷主各位

との信頼関係を背景に、自社倉庫を最大限に活かしつつ、物流を一貫して遂行担当する細やかな業務体制をも

って営業展開を図る必要があります。そのためにも積極的な海外展開が課題となっております。

 ・ 倉庫事業・・・・・・港湾倉庫で培った荷捌ノウハウをもって内陸部の荷捌サービスをより発展させ、倉庫ニ

ーズに対応した営業戦略をもって積極的に展開することで、営業倉庫としての企業価値を高める必要性があり

ます。その過程で、作業性と収益性による貨物選別を進めることが課題となっております。
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３．会計基準の選択に関する基本的な考え方

 当社グループの利害関係者の多くは、国内の株主、債権者、取引先等であり、海外からの資金調達の必要性が乏しい

ため、会計基準につきましては日本基準を適用しております。
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４．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成27年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,793 2,009 

受取手形及び売掛金 1,717 1,567 

原材料及び貯蔵品 79 38 

前払費用 37 34 

繰延税金資産 11 14 

その他 365 230 

貸倒引当金 △14 △1 

流動資産合計 3,990 3,894 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び建物付属設備 4,593 4,601 

減価償却累計額 △1,818 △1,972 

建物及び建物付属設備（純額） 2,774 2,629 

船舶 4,024 3,184 

減価償却累計額 △1,644 △1,445 

船舶（純額） 2,379 1,739 

土地 1,533 1,533 

建設仮勘定 36 － 

その他 491 496 

減価償却累計額 △347 △379 

その他（純額） 144 116 

有形固定資産合計 6,868 6,019 

無形固定資産    

その他 151 146 

無形固定資産合計 151 146 

投資その他の資産    

投資有価証券 1,128 1,176 

長期貸付金 475 464 

長期前払費用 0 0 

繰延税金資産 25 85 

その他 61 61 

貸倒引当金 △8 △11 

投資その他の資産合計 1,684 1,777 

固定資産合計 8,704 7,942 

資産合計 12,695 11,836 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成27年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形 248 266 

買掛金 1,060 888 

短期借入金 4,337 4,241 

未払法人税等 16 24 

賞与引当金 3 3 

その他 109 164 

流動負債合計 5,775 5,587 

固定負債    

長期借入金 4,609 3,860 

債務保証損失引当金 65 65 

船舶修繕引当金 143 108 

未払役員退職慰労金 11 11 

デリバティブ債務 102 86 

退職給付に係る負債 283 298 

その他 28 14 

固定負債合計 5,244 4,445 

負債合計 11,020 10,033 

純資産の部    

株主資本    

資本金 612 612 

資本剰余金 33 33 

利益剰余金 939 1,019 

自己株式 △92 △92 

株主資本合計 1,492 1,573 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 248 289 

繰延ヘッジ損益 △65 △59 

その他の包括利益累計額合計 182 230 

純資産合計 1,675 1,803 

負債純資産合計 12,695 11,836 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

売上高 13,987 13,822 

売上原価 12,209 11,836 

売上総利益 1,777 1,986 

販売費及び一般管理費 1,567 1,669 

営業利益 210 316 

営業外収益    

受取利息 12 13 

受取配当金 16 18 

持分法による投資利益 17 10 

貸倒引当金戻入額 2 － 

債務保証損失引当金戻入額 0 － 

その他 25 29 

営業外収益合計 73 71 

営業外費用    

支払利息 119 103 

その他 14 16 

営業外費用合計 133 119 

経常利益 150 268 

特別利益    

固定資産売却益 51 － 

負ののれん発生益 86 － 

船舶修繕引当金戻入額 12 9 

特別利益合計 150 9 

特別損失    

船舶管理契約解約金等 － 30 

固定資産売却損 90 30 

減損損失 169 115 

その他 7 21 

特別損失合計 267 197 

税金等調整前当期純利益 32 81 

法人税、住民税及び事業税 14 31 

法人税等調整額 81 △66 

法人税等合計 96 △35 

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調

整前当期純損失（△） 
△63 116 

少数株主利益 － － 

当期純利益又は当期純損失（△） △63 116 
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（連結包括利益計算書）

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調

整前当期純損失（△） 
△63 116 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 89 40 

繰延ヘッジ損益 15 6 

持分法適用会社に対する持分相当額 0 1 

その他の包括利益合計 105 47 

包括利益 42 164 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 42 164 

少数株主に係る包括利益 － － 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 612 33 1,026 △92 1,579 

当期変動額           

剰余金の配当     △23   △23 

当期純損失（△）     △63   △63 

自己株式の取得       △0 △0 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）           

当期変動額合計 － － △86 △0 △87 

当期末残高 612 33 939 △92 1,492 

 

         

  その他の包括利益累計額 

純資産合計 
  

その他有価証券評価
差額金 

繰延ヘッジ損益 
その他の包括利益累
計額合計 

当期首残高 158 △81 76 1,656 

当期変動額         

剰余金の配当       △23 

当期純損失（△）       △63 

自己株式の取得       △0 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

89 15 105 105 

当期変動額合計 89 15 105 18 

当期末残高 248 △65 182 1,675 
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当連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 612 33 939 △92 1,492 

当期変動額           

剰余金の配当     △35   △35 

当期純利益     116   116 

自己株式の取得       △0 △0 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）           

当期変動額合計     80 △0 80 

当期末残高 612 33 1,019 △92 1,573 

 

         

  その他の包括利益累計額 

純資産合計 
  

その他有価証券評価
差額金 繰延ヘッジ損益 

その他の包括利益累
計額合計 

当期首残高 248 △65 182 1,675 

当期変動額         

剰余金の配当       △35 

当期純利益       116 

自己株式の取得       △0 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

41 6 47 47 

当期変動額合計 41 6 47 128 

当期末残高 289 △59 230 1,803 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 32 81 

減価償却費 451 408 

負ののれん発生益 △86 － 

減損損失 169 115 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2 △9 

有形固定資産売却損益（△は益） 39 30 

持分法による投資損益（△は益） △17 △10 

退職給付引当金の増減額（△は減少） △262 － 

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） △55 － 

修繕引当金の増減額（△は減少） 19 △35 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 283 14 

受取利息及び受取配当金 △28 △32 

支払利息 119 103 

投資有価証券評価損益（△は益） 0 7 

有形固定資産除却損 5 1 

売上債権の増減額（△は増加） △73 149 

たな卸資産の増減額（△は増加） △23 41 

仕入債務の増減額（△は減少） 39 △154 

未払消費税等の増減額（△は減少） △45 88 

その他の増減額 173 26 

小計 739 826 

利息及び配当金の受取額 30 33 

利息の支払額 △118 △101 

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △2 △22 

その他 △69 △36 

営業活動によるキャッシュ・フロー 579 698 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

固定資産の取得による支出 △1,343 △88 

固定資産の売却による収入 223 450 

短期貸付金の増減額（△は増加） 14 3 

長期貸付金の実行による支出 △272 △70 

長期貸付金の回収による収入 77 128 

投資有価証券の取得による支出 △3 △0 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出 
△44 － 

非連結子会社株式の取得による支出 △4 △9 

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,352 413 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） △150 △250 

長期借入れによる収入 2,576 1,100 

長期借入金の返済による支出 △1,354 △1,694 

リース債務の返済による支出 △26 △14 

自己株式の取得による支出 △0 △0 

配当金の支払額 △23 △36 

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,020 △895 

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 0 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 247 216 

現金及び現金同等物の期首残高 1,545 1,793 

現金及び現金同等物の期末残高 1,793 2,009 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

  １．連結の範囲に関する事項

 (1) 連結子会社の数  4社

    会社名  I.S.LINES S.A.

              K.S.LINES S.A.

             K.S.ROKKO LINES S.A.

              K.S.MAYA LINES S.A.

なお、前連結会計年度において連結子会社でありました長門海運株式会社は、平成27年１月１日付で当社を

存続会社とし、長門海運株式会社を消滅会社とする吸収合併を行ったため、当連結会計年度より連結の範囲

から除いております。

 (2) 非連結子会社の数  2社

  会社名  HYOKI MARINE LOGISTICS MYANMAR CO.,LTD.

       HYOKI SHIPPING AND TRADING(THAILAND) CO.,LTD.

上記２社は小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等は、いずれも連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていないため連結の範囲から除外しております。

 ２．持分法の適用に関する事項 

 (1) 持分法適用の関連会社数  1社

  会社名  株式会社吉美

 (2) 持分法を適用していない関連会社数  1社

  会社名  七洋船舶管理株式会社

七洋船舶管理株式会社の当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持

分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持

分法の適用範囲から除外しております。

  ３．連結子会社の事業年度等に関する事項

     連結子会社の決算日は３月末日であります。

 ４．会計処理基準に関する事項

   (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

        イ たな卸資産

        原材料及び貯蔵品

       ①内航

     最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

      ②外航

     移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

        ロ  有価証券

        その他有価証券

       ①時価のあるもの

          決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定しております。）

        ②時価のないもの

          移動平均法による原価法

        ハ  デリバティブ

        時価法

  (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

        イ  有形固定資産（リース資産を除く）

        建物（建物付属設備を除く）及び船舶の一部は定額法を、その他のものは定率法を採用しております。

        なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

        建物及び付属設備 ５～50年

        船舶       12～20年

        ロ  無形固定資産（リース資産を除く）

         定額法を採用しております。

          なお、自社利用ソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用して

おります。
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    ハ  リース資産

        所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

          自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

        所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

          リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

  (3) 重要な引当金の計上基準

    イ 貸倒引当金

      売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

    ロ 債務保証損失引当金

           保証債務による損失に備えるため、被保証先の財務内容を勘案して所要額を見積り計上しております。

       ハ 船舶修繕引当金

      船舶安全法の規定に基づく定期検査等の支出に備えて、５年間に必要とするドック費用を見積り、計上

しております。

    ニ 賞与引当金

      従業員（船員）に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき、当連結会計年度負担額を計上

しております。

 (4) 退職給付に係る会計処理の方法

 退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とす

る方法を用いた簡便法を適用しております。

 (5) 重要な収益及び費用の計上基準

      輸送完了基準（揚切基準）により収支対応するよう計上しております。

 (6) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

     外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。

 (7) 重要なヘッジ会計の方法

    イ ヘッジ会計の方法

     原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップについ

ては特例処理によっております。

    ロ ヘッジ手段とヘッジ対象

     当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。

     ヘッジ手段…金利スワップ  ヘッジ対象…借入金利息

    ハ ヘッジ方針

     デリバティブ取引に関する権限規定及び取引限度額等を定めた内部規定に基づき、ヘッジ対象に係る金利

変動リスクを一定の範囲内でヘッジしております。

    ニ ヘッジ有効性評価の方法

     ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は金利変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計

又は金利変動を半期ごとに比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価しております。た

だし、特例処理によっている金利スワップについては有効性の評価を省略しております。

 (8) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

          手許現金、取得日から３ケ月以内に満期の到来する流動性の高い、かつ価値が変動するおそれのほとんど

ない、預金・貯金のみを計上しております。

  (9) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

          消費税等の会計処理

           消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、当連

結会計年度の費用として処理しております。

 

- 14 -

兵機海運（株）（9362）平成27年３月期　決算短信



（会計上の見積りの変更）

 当社グループが保有する有形固定資産の船舶のうち外航船は、従来、耐用年数を15年として減価償却を行ってきま

したが、使用実績が蓄積され、長期間の使用が見込めることが判明したため、当連結会計年度において使用実績に基

づき耐用年数を20年に見直し、将来にわたり変更しております。

 これにより、従来の方法に比べて、当連結会計年度の減価償却費が55百万円減少し、営業利益、経常利益及び税金

等調整前純利益はそれぞれ55百万円増加しております。

 

（セグメント情報等）

セグメント情報

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

当社は、営業本部を基礎としたサービス別のセグメントから構成されており、「海運事業」及び「港

運・倉庫事業」の２つを報告セグメントとしております。

「海運事業」は、内航海運及び外航海運の事業を行い、「港運・倉庫事業」は、港湾運送事業及び倉庫

事業を行っております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一であります。

 なお、報告セグメントの利益は、営業利益ベースであります。

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

 

 前連結会計年度（自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日）

        （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 
（注） 

合計 
  海運事業 

港運・倉庫
事業 

計 

売上高          

外部顧客への売上高 7,734 6,245 13,979 7 13,987 

セグメント間の内部売上高又
は振替高 

－ － － － － 

計 7,734 6,245 13,979 7 13,987 

セグメント利益 82 129 211 △1 210 

セグメント資産 3,311 4,689 8,001 － 8,001 

その他の項目          

減価償却費 258 176 435 0 436 

有形固定資産及び無形固定資

産の増加額 
908 297 1,206 － 1,206 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業及び商事業務等を

含んでおります。また、海運事業の減価償却費には、船舶の減損損失額169百万円が含まれております。
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 当連結会計年度（自  平成26年４月１日  至  平成27年３月31日） 

        （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 
（注） 

合計 
  海運事業 

港運・倉庫
事業 

計 

売上高          

外部顧客への売上高 7,706 6,115 13,822 0 13,822 

セグメント間の内部売上高又
は振替高 

－ － － － － 

計 7,706 6,115 13,822 0 13,822 

セグメント利益 263 52 316 0 316 

セグメント資産 3,005 4,964 7,970 － 7,970 

その他の項目          

減価償却費 331 177 509 － 509 

有形固定資産及び無形固定資

産の増加額 
54 17 71 － 71 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業及び商事業務等を

含んでおります。また、海運事業の減価償却費には、船舶の減損損失額115百万円が含まれております。
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４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容

   （差異調整に関する事項）

                                          （単位：百万円）

売上高 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 13,979 13,822

「その他」の区分の売上高 7 0

セグメント間取引消去 － －

連結財務諸表の売上高 13,987 13,822

 

                                       （単位：百万円）

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 211 316

「その他」の区分の利益 △1 0

セグメント間取引消去 － －

連結財務諸表の営業利益 210 316

 

                                            （単位：百万円）

資産 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 8,001 7,970

「その他」の区分の資産 － －

全社資産（注） 4,693 3,866

連結財務諸表の資産合計 12,695 11,836

（注）全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない本社建物、投資有価証券等であります。

                                       （単位：百万円）

その他の項目

報告セグメント計 その他 調整額 連結財務諸表計上額

前連結会
計年度

当連結会
計年度

前連結会
計年度

当連結会
計年度

前連結会
計年度

当連結会
計年度

前連結会
計年度

当連結会
計年度

減価償却費 435 509 0 － 15 13 451 523

有形固定資産及び無形
固定資産の増加額

1,206 71 － － 41 1 1,247 73

 

- 17 -

兵機海運（株）（9362）平成27年３月期　決算短信



５．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報 

前連結会計年度（自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日）

        （単位：百万円） 

  報告セグメント 

その他 合計 
  海運事業 港運・倉庫事業 計 

減損損失 169 － 169 － 169 

 

当連結会計年度（自  平成26年４月１日  至  平成27年３月31日）

        （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 合計 

  海運事業 港運・倉庫事業 計 

減損損失 115 － 115 － 115 

 

６．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報

前連結会計年度（自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日）

 前連結会計年度において、港運・倉庫事業において86百万円の負ののれん発生益を計上しております。こ

れは、株式会社シンパの株式を取得したことによるものであります。なお、報告セグメントのセグメント利

益又は損失（△）には、負ののれん発生益は含まれておりません。

 

当連結会計年度（自  平成26年４月１日  至  平成27年３月31日）

 該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

 
 
 

前連結会計年度
（自  平成25年４月１日
至  平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成26年４月１日
至  平成27年３月31日）

１株当たり純資産額 141.52円 152.37円

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期

純損失金額（△）
△5.34円 9.82円

（注）１．当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。なお、前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり

当期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当期純利益金額又は当期純損失金額（△）

（百万円）
△63 116

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る当期純利益金額又は当期純損失

金額（△）（百万円）
△63 116

普通株式の期中平均株式数（千株） 11,836 11,835

 

 

（重要な後発事象）

  該当事項はありません。
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